〇指定乳製品等輸入要綱
〔昭和41年３月15日40畜団第934号〕
〔昭和41年４月１日農林省指令41畜Ａ第1568号承認〕

　平成15年10月1日付15農畜機第50号

　平成30年３月26日付29農畜機第6560号
最終改正　平成30年12月14日付30農畜機第5128号

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が独立行政法人農畜産業振興機構法（平成14年法律第126号）第10条第１号ハ及びニの規定に基づき行う指定乳製品等の輸入を目的とする買入れ及び輸入の業務は、独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成15年10月２日付け農林水産省指令15生産第4153号。以下「業務方法書」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより行うものとする。
第１　指定乳製品等の種類

機構が輸入する指定乳製品等（以下「輸入乳製品」という。）の種類は、次に掲げるものとする。

畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）第２条第３項に規定する指定乳製品（バター、脱脂粉乳、全脂加糖れん乳、脱脂加糖れん乳）及び畜産経営の安定に関する法律施行令（昭和36年政令第387号）第９条に定める指定乳製品以外の乳製品とする。
第２　規格
指定乳製品の規格は、畜産経営の安定に関する法律施行規則（昭和36年農林省令第58号）第３条で定める種類ごとの規格に適合するものとする。
第３　買入方法

輸入乳製品の買入方法は、原則として、競争入札とする。ただし、この方法によることが著しく不適当であると認められる場合においては、随意契約により買い入れることができる。
第４　買入先

輸入乳製品の買入先の範囲は、全地域とする。
第５　受渡場所

輸入乳製品を買い入れる場合の受渡場所は、機構が適当と認める場所とする。
第６　検収及び受渡

機構は、原則として、第５の受渡場所において検収を行った後、検収済証を交付して受渡しを行うものとする。
第７　買入予定価格

輸入乳製品の買入予定価格は、第５の受渡場所渡し価格とし、海外市況、受渡場所までの諸経費等を勘案して定めるものとする。
第８　代金決済

相手方は、第６による受渡完了後売渡代金支払請求書を提出するものとし、機構は、当該請求書を受理したときは、その代金を支払うものとする。
第９　輸入手続

機構は、乳製品の輸入に当たって、関係法令による必要な手続を行うものとする。
第10　輸入業務の委託

１　機構は、この要綱により行う輸入を目的とする買入れ及び輸入の業務の一部（以下「輸入業務」という。）を、業務方法書第253条第１項第１号の規定により、別に定める資格を有する輸入業者に委託することができる。

２　輸入業務の委託先は、１に定める者による指名競争入札により決定するものとする。ただし、この方法によることが著しく不適当と認められる場合にあっては、随意契約により委託することができる。

３　１の規定により輸入業務を委託する場合にあっては、第５から第９までの規定は適用せず、次によるものとする。

(１)　輸入乳製品の引渡場所は、機構が適当と認める場所とする。

(２)　機構は、原則として、前号の引渡場所において検収を行った後、検収済証を交付して輸入乳製品の引渡しを受けるものとする。

(３)　輸入業務の委託に係る予定価格は、第１号の引渡場所渡し価格とし、海外市況、引渡場所までの輸入諸経費等を勘案して定めるものとする。

(４)　輸入業者は、第２号の引渡完了後、売渡代金支払請求書を提出するものとし、機構は、当該請求書を受理したときは、その代金を支払うものとする。

４　１及び２に定めるもののほか、委託先に関する事項は、別に定めるものとする。
附　則

　この要綱の改正は、平成15年10月１日から施行する。
附　則（平成30年３月26日29農畜機第6560号）
この要綱の改正は、平成30年３月26日から施行し、平成30年４月１日から適用する。

附　則（平成30年12月14日付30農畜機第5128号）
この要綱の改正は、平成30年12月30日から施行する。
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